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財政事情説明書は留萌市の財政の状況を、みなさんに分かりやすくお知らせするもので、

６月と１２月の年２回公表しています。今回６月の公表は、留萌市の令和４年度予算につい

て説明します（企業会計を除く）。
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※予算額は各会計ごとで端数処理しているため、合計と合わないことがあります。
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1.53億8,178万円

2.3

総 計 280億9,845万円 23億9,073万円 288億2,745万円 △2.5 100.0

11億9,119万円 84億7,209万円

24.8

水 道 事 業 13億8,457万円 1億4,073万円 △2.7

病 院 事 業 70億4,954万円

29.7△1.5

69億6,250万円 10億5,047万円

計 83億4,707万円

48.1一 般 会 計

特

別

会

計

国 民 健 康 保 険 事 業 18億8,720万円

計

21億9,496万円3億7,327万円22億4,506万円介 護 保 険 事 業

65億8,250万円

6.719億6,890万円 △4.1

△1.8 0.5

令和３年度予算
伸び率
(％)

構成比
(％)

令 和 ４ 年 度
会 計 区 分

うち一般会計繰入金予 算 額

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 4億751万円 1億3,362万円

下 水 道 事 業

企業
会計

6,756万円1億4,197万円港 湾 事 業

62億4,683万円 11億9,954万円

15億6,509万円 4億4,020万円

135億455万円 － 137億7,286万円 △1.9

1億8,489万円

■ 留萌市の会計 ■
留萌市の会計区分は、一般会計（通常の業務）、特別会計（特定の業務を行う国民健康保険や下水道など）、企業会計（使用料などで運営する公営企業の水

道や病院）の３つに区分されています。

■ 各会計別の予算 ■
一般会計においては、「第２期留萌市中期財政計画」の中で示した財政規律等を指針としながら、次の第６次総合計画の４つの基本理念、総合戦略における

３本の柱に沿った予算を編成しました。

第６次総合計画の４つの基本理念 ①安全・安心なまち ②充実した教育と健康のまち ③活力あるまち ④コンパクトなまち
総合戦略における３本の柱 ①魅力・やりがい留萌地域経済戦略 ②健康・賑わい留萌ブランド戦略 ③出産・子育て留萌サポート戦略

特別会計においては、国の基準に基づく一般会計からの繰入れや財源不足の補てんのための繰入れをしており、引き続き経費削減や増収策に取り組んでい
きます。 企業会計においても、基準内の繰出しを原則としつつ、病院事業会計においては、国が示すガイドラインに基づく公立病院経営強化プランの策定。水
道事業会計においては、道道見晴通整備に伴う配水管の整備や潮静地区の汚水管整備に係る経費を計上しています。

① 会計別予算の状況

(総　括) － 1 －



0億円 20億円 40億円 60億円 80億円 100億円 120億円 140億円

歳 出

歳 入

人件費

17.1億円

市 税

22.0億円

扶助費

25.1億円

地方譲与税等 7.0億円

公債費

12.5億円

地方交付税等

(臨時財政対策債含む)

55.3億円

繰出金等

35.9億円

国･道支出金

26.8億円

投資的

経費

6.5億円

地方債 4.5億円

補助費等 3.3億円

その他

(使用料等)

19.4億円

その他(貸付金等)

34.6億円

② 一般会計 収支の状況

令和４年度 一般会計歳入歳出予算 135億455万円

■ 一般会計予算について ■
令和4年度予算は市長の改選期であることから、政策的経費を除き経常経費を中心とした骨格予算編成です。
歳入歳出予算額は、135億455万円で前年度予算比2億6,831万円の減少です。政策的経費（年度当初に予算措置が必要な事業を除く）が未計上で
あるほか、屋内交流・遊戯施設改築工事の完了に伴う道の駅るもい整備事業の終了や退職手当の減少に伴う職員給与費などの減が要因です。
その中でも、その他（使用料等）は留萌市応援寄附金の増加に伴うふるさと応援推進事業の増などにより、前年比約4億5,400万円増加しています。

義務的経費 54.7億円(40.5％)

0

（一般会計） － 2 －



0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

市 税

22.0億円

( 21.8億円 ) 地方譲与税等

7.0億円

( 6.6億円 )

地方交付税等

55.3億円

( 56.3億円 )

国・道

支出金

26.8億円

( 28.6億円 )

地方債

4.5億円

( 9.6億円 )

その他

19.4億円

( 14.8億円 )

※（ ）内はＲ３年度予算額

歳 入 の 構 成

③ 一般会計 歳入の状況

■ 歳入の特徴 ■

・市税は、新型コロナウイルス感染症の影響を見込んでいた令和３年度

より増加することが見込まれます。

・地方債は、屋内交流・遊戯施設整備事業の減少やインフラ整備（道路・

橋梁）の減少により前年比513,800千円発行が抑制されます。

・その他は、ふるさと納税の拡大によって留萌市応援寄附金の増加や

JR留萌線（留萌・増毛間）鉄道施設等撤去費用負担金により前年比

454,460千円の増額です。

合 計

135.0億円
(137.7億円)

(単位:千円、％)

構成比

市 税 2,202,758 16.3

主 な 増 減 の 内 訳項目
令和４年度
予算　(Ａ)

令和３年度
予算　(Ｂ)

増　減
(Ａ)－(Ｂ)

2,176,202 26,556

道の駅るもい屋内交流・遊戯施設整備事業△324,200　過疎対策事業債△102,700
橋梁長寿命化事業債△80,000

△172,682
<建設事業分>　道の駅るもい整備△216,900　橋梁長寿命化△97,800　私立保育所施設整備173,800
< その他分 >　中山間地域等直接支払交付金15,027　多面的機能支払交付金12,174

5,632,000 △96,200 普通交付税190,800　臨時財政対策債△287,000

市民税23,181　固定資産税△2,689　軽自動車税1,994　市町村たばこ税4,472
入湯税390　都市計画税△792

663,969 33,356 地方消費税交付金11,000　法人事業税交付金15,000　森林環境譲与税5,2705.2地方譲与税等 697,325

2,855,004国・道支出金 2,682,322

5,535,800 41.0

454,460

地 方 債 447,200 3.3 961,000

19.9

地方交付税等

そ の 他 1,939,146 14.3 1,484,686

△513,800

留萌市応援寄附金319,200　JR留萌線(留萌・増毛間)鉄道施設等撤去費用負担金296,800
財政調整基金繰入金△93,649　留萌市応援基金△27,306

100.0 13,772,861合 計 13,504,551 △268,310

（一般会計） － 3 －



人件費

17.1億円

( 18.7億円 )

扶助費

25.1億円

( 26.0億円 )

公債費

12.5億円

( 12.7億円 )
繰出金等

35.9億円

( 35.5億円 )

投資的経費

6.5億円

( 13.4億円 )

補助費等

3.3億円

( 3.9億円 )

その他

34.6億円

( 27.5億円 )

合 計

135.0億円
(137.7億円)

④ 一般会計 性質別歳出の状況

■ 性質別歳出の特徴 ■
・人件費は、退職予定者の減少に伴い前年比164,188千円の減額です。

・投資的経費は、屋内交流・遊戯施設整備事業とインフラ整備（道路・

橋梁）にかかる事業の減により前年比692,424千円の減少です。

・その他は、ふるさと応援推進事業や公共施設整備基金、財政調整

基金の積立金の増により前年比710,207千円の増加です。

※（ ）内はＲ３年度予算額

性質別歳出の構成

(単位:千円、％)

構成比

1,273,168

主 な 増 減 の 内 訳

2,510,695

令和４年度
予算　(Ａ)

1,707,918 12.6

ふるさと応援推進事業319,197　公共施設整備基金積立金296,803
財政調整基金積立金106,676

△268,310

2,745,872

北海道後期高齢者医療広域連合負担金30,276　水道事業会計繰出金83,083
下水道事業特別会計繰出金35,292　病院事業会計繰出金△96,315

特定教育施設（幼稚園）運営事業△8,701　保育施設（保育所）運営事業△6,018
児童手当扶助費△11,820　生活保護扶助費△49,246

項目

人 件 費 1,872,106

令和３年度
予算　(Ｂ)

長期債元金償還金△16,570　長期債利子△7,381

△164,188
一般職給料7,584　退職手当△179,149(一般職△155,147　特別職△24,002)
会計年度任用職員関係経費8,207　水道事業会計職員退職手当負担金△5,577

増　減
(Ａ)－(Ｂ)

△87,02218.6扶 助 費

△23,951

2,597,717

公 債 費 1,249,217 9.2

道の駅るもい整備事業△555,983　橋梁長寿命化事業△177,000
過疎対策道路整備事業△102,700　緑丘小学校整備事業168,883

補 助 費 等 332,058

投 資 的 経 費 647,015 4.8 1,339,439

2.5 389,046 △56,988
中山間地域等直接支払交付金△20,037　多面的機能支払交付金△16,232
生活路線バス輸送維持費補助金△17,965

繰 出 金 等 3,601,569 26.7

△692,424

46,0563,555,513

そ の 他 3,456,079 25.6 710,207

合 計 13,504,551 100.0 13,772,861

（一般会計） － 4 －



職員給与費

議会費

1.0億円

( 1.1億円 )

総務費

15.7億円

( 8.9億円 )

民生費

39.5億円

( 38.2億円 )衛生費

19.6億円

( 19.7億円 )
労働費

0.1億円

( 0.1億円 )

農林水産業費

0.9億円

( 1.5億円 )

商工費

1.4億円

( 1.3億円 )

土木費

17.8億円

( 26.5億円 )

消防費

3.5億円

( 3.7億円 )

教育費

8.0億円

( 6.7億円 ) 公債費

12.6億円

( 12.8億円 )

職員給与費

13.9億円

( 15.4億円 )

その他

1.0億円

( 1.8億円 )

※（ ）内はＲ３年度予算額

⑤ 一般会計 目的別歳出の状況

■ 目的別歳出の特徴 ■
・総務費は、ふるさと納税の拡大に伴う関連支出の増や公共施設整備基
金、財政調整基金への積立金の増加によって、前年比681,354千円の増
額です。

・土木費は、屋内交流・遊戯施設整備事業の減少やインフラ整備（道

路・橋梁）にかかる事業の減により前年比863,854千円の減額です。

・教育費は昨年度に、実施設計を行った緑丘小学校整備事業の本工事の

開始による増額です。

合 計

135.0億円
(137.7億円)

目的別歳出の構成

(単位:千円、％)

構成比

議 会 費 104,848 0.8 109,157 △4,309 会議録作成支援システム導入事業△3,550

総 務 費 1,576,114 11.7 894,760 681,354
ふるさと応援推進事業319,197　公共施設整備基金積立金296,803
財政調整基金積立金106,676　衆議院議員選挙事業△20,386　統合型GISシステム導入事業△18,020

民 生 費 3,955,485 29.3 3,824,702 130,783
私立保育所施設整備費補助金195,501　児童手当扶助費△11,820
生活保護扶助費△49,246

衛 生 費 1,961,468 14.5 1,960,647 821
新型コロナワクチン接種事業29,584　水道事業会計繰出金83,083
病院事業会計繰出金△96,315　はーとふる改修事業△14,531

労 働 費 6,848 0.1 12,947 △6,099 地元若者人材育成事業△5,831

農林水産業費 91,005 0.7 150,753 △59,748
中山間地域等直接支払交付金△20,037　多面的機能支払交付金△16,232
道営林道整備事業△16,502

商 工 費 138,509 1.0 132,763 5,746 道の駅るもい運営事業27,282　観光・地域ブランド力向上事業△9,162

土 木 費 1,783,791 13.2 2,647,645 △863,854
道の駅るもい整備事業△555,983　橋梁長寿命化事業△177,000
過疎対策道路整備事業△102,700

消 防 費 352,842 2.6 372,405 △19,563 消防業務対応小型車両整備事業△5,052　港西分団詰所補修事業△2,519

教 育 費 797,809 5.9 667,293 130,516 緑丘小学校整備事業168,883　教育用ICT機器更新事業△36,209

公 債 費 1,249,239 9.2 1,273,190 △23,951 長期債元金償還金△16,570　長期債利子△7,381

職 員 給 与 費 1,390,593 10.3 1,542,599 △152,006
一般職給料7,584　退職手当△179,149(一般職△155,147　特別職△24,002)
会計年度任用職員配置事業8,207　地域活性化起業人人件費負担金16,929

そ の 他 96,000 0.7 184,000 △88,000 土地開発公社貸付金△88,000

合 計 13,504,551 100.0 13,772,861 △268,310

項目
増　減

(Ａ)－(Ｂ)
主 な 増 減 の 内 訳

令和４年度
予算　(Ａ)

令和３年度
予算　(Ｂ)

（一般会計） － 5 －



R4 R3 R4 R3

113,066 108,680

693,181 687,818

580,115 579,138

（単位：円）

令和4年度予算において、市民１人当たりに対する支出額から市民1人当たりの市税

負担額を差し引いた約58万円については、施設の使用料や財産収入などのほか、地

方交付税などの国からの財源（依存財源）で賄われています。

⑥ 一般会計 市民負担と行政サービス

令和4年度予算における市税収入額を人口１人当たりに置き換えると、市民1人当たりの市税負担額は113,066円で前年比4,386円の増加、世帯に置き換える

と、１世帯当たり201,275円で前年比6,919円増加しています。

また、支出総額を人口１人当たりに置き換えると、市民1人当たりに対する支出額は693,181円で前年比5,363円の増加、１世帯当たりでは1,233,968円で前年比

3,919円増加しています。

市民1人当たりの負担と行政サービス

市民負担額 行政サービス額

市税予算額内訳 （単位：千円、％）

令和４年度 令和３年度

予算額 (A) 予算額 (B) A－B　(C) C/B

市 民 税 1,118,046 1,094,865 23,181 2.1

固 定 資 産 税 733,015 735,704 △2,689 △0.4

軽 自 動 車 税 42,176 40,182 1,994 5.0

市 町 村 た ば こ 税 185,926 181,454 4,472 2.5

入 湯 税 1,140 750 390 52.0

都 市 計 画 税 122,455 123,247 △792 △0.6

計 2,202,758 2,176,202 26,556 1.2

市民負担と支出総額 （単位：円）

１人当たり １世帯当たり １人当たり １世帯当たり

市 税 負 担 額 113,066 201,275 108,680 194,356 

支 出 総 額 693,181 1,233,968 687,818 1,230,049 

人 口

世 帯 数

人 口 世 帯 基 準 日 令和4年3月31日現在 令和3年3月31日現在

19,482 人  20,024 人  

10,944 世帯 11,197 世帯

税 目
比 較

区 分
令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

（一般会計） － 6 －
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2,600

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3当初 R4当初

2,419
2,374 2,357

2,310 2,315
2,288 2,279

2,235
2,176

2,203

市 税 の 推 移

市税は、納税義務者の減少等により平成25年度（決算値）と比較して、約2.2億円（△8.9％）減少しています。

今後も少子高齢化や人口減少社会が継続する中で、自治体の重要な自主財源である市税を確保できるような施策を行うとともに、滞納者の減少にも努めて

いきます。

資料①

約２．２億円

(単位:百万円)

0

(一般会計) － 7 －
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4,000
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5,500

6,000

6,500

7,000

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3当初 R4当初

5,028
4,719 4,695 4,684

4,503 4,449 4,527 4,579 4,482
4,673

912

843 827 759

785 834 705 709
750

750

501

455 428
338

346 332
256 253 400 113

6,441

6,017
5,950

5,781
5,634 5,615

5,488
5,541

5,632
5,536

臨時財政対策債

特別交付税

普通交付税

地方交付税等の推移(臨時財政対策債含む)

地方交付税は、団体間の財源の不均衡を調整し、全ての団体が一定水準の行政サービスを均等に行うための財源として国から交付されており、市の収入の中で
もっとも大きな割合を占めています。
一定の合理的な基準によって国から配分されるが、人口等が影響する項目も多いため、今後も人口減少が続く中で大幅な増額は望めません。

資料②

(単位:百万円)

0

(一般会計) － 8 －
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H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3当初 R4当初

2,054 2,030
1,877 1,851 1,716

1,646 1,599

1,248 1,273

1,248

161 160

337

2,215 2,190

1,936

繰上償還及び利子額

元利償還額(通常分)

14,943
14,377 14,260

13,767

13,356
12,984

12,080

12,392
12,714

12,038

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

市債残高

一般会計の市債(借金)残高及び元利償還(返済)の状況

市債は、事業の効果が将来の市民に及ぶもの（施設の建設等）に対して、その負担を現在の市民だけでなく、将来の市民にも公平に負担してもらうという考え
のものと、災害等により突発的に多額の費用が必要となる場合の財源確保のために借入をするものがあります。
元利償還は、借換えや繰上償還を実施した効果もあり、大幅に減少しています。
今後も「第２期留萌市中期財政計画」で定める市債発行基準に準じた適正な投資的施策を行い、将来の市民にとって過大な負担とならないよう健全な財政運

営を行ってきます。

資料③

(単位:百万円)

0

(一般会計) － 9 －
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35,000

40,000

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3当初 R4当初

11,139 10,420 9,931 9,468 9,034 8,556 8,748 8,189 8,267 7,695

10,168
9,828 9,594 9,268 8,983 8,614 8,366 8,178 8,152 7,911

14,943
14,377 14,260

13,767
13,356

12,984 12,080 12,392 12,714
12,038

36,250
34,625

33,785
32,503

31,373
30,154

29,194 28,759 29,133
27,644

一般会計 特別会計 企業会計

留萌市全体の市債(借金)残高の状況

一般会計では、市債の発行を抑制するとともに繰上返済等を実施した
ことで確実に市債の残高は減少し、平成25年度末には約149億円あった
残高は約120億円となる見込みです。
一般会計は、令和4年度以降も老朽化施設の更新が予定されているこ

とから、今後残高が増加していくことが見込まれますが、交付税措置の
ある有利な市債を活用することで、将来の財政負担の軽減に努めていき
ます。
特別会計と企業会計については、今後も市債残高が減少していく見込

です。

資料④

(単位:百万円)

R4 R3 R4 R3

120億38百万円 127億14百万円 652,602円 613,813円

港 湾 5億68百万円 6億31百万円 32,389円 34,758円

下 水 道 73億43百万円 75億21百万円 386,049円 377,297円

水 道 31億86百万円 33億30百万円 170,927円 156,163円

病 院 45億09百万円 49億37百万円 253,413円 260,837円

276億44百万円 291億33百万円 1,495,380円 1,442,869円

市民１人当たり

(R4年3月末人口19,482人、R3年3月末人口20,024人)

合 計

市債残高見込み
会 計

一 般 会 計

特別
会計

企業
会計

(一般会計) － 10 －
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退職手当

職員給与

その他

180 178 174 178
183 180 175 176 177 181

0

50

100

150

200

250
職員数

職員数と人件費の推移

令和4年度は、退職予定者が少ないため、退職手当が抑えられています。
その他は、会計年度任用職員への任用形態の制度改正により増加傾向にあります。

資料⑤

※その他は、市長、副市長、教育長、議員、会計年度任用職員報酬、共済費などです。

(単位:人、百万円)

(一般会計) － 11 －



扶助費の推移 資料⑥
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2,598
2,511

生活保護費

その他

(単位:百万円)

扶助費とは、生活保護費や保育料、児童手当、高齢者や乳幼児の医療費などの義務的経費です。この経費は国の制度に基づき行われる行政サービスに要す
る経費で、市町村が独自に削減することが難しい経費です（対象者の拡大などサービスの向上は市町村の独自施策として実施することが可能）。
扶助費全体としては、障害児通所給付や障害者自立支援給付の増加、幼児教育・保育無償化により増加傾向にあり、令和4年度は約25億円の支出を見込ん

でいます。

(一般会計) － 12 －



普通建設事業費の推移 資料⑦
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556
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1,133
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1,632

1,338

留萌小改築

留萌小改築

東光小改修

発達支援センター改築

留萌中学校改修

屋内交流・遊戯施設建設

(単位:百万円)

普通建設事業は、抑制を続けつつも国等の財源を有効に活用し、事業を進めてきました。今後も「第２期留萌市中期財政計画」に基づき、各年度の投資事業に
おける市債発行額の目安を8億円とし、直近の財政状況を考慮しながら投資を行っていきます。
令和4年度当初予算は、一部の政策的予算を除いた骨格予算編成となっているため前年度当初と比較すると約1.4億円減少していますが、4月補正予算におい

て市長の政策を盛り込んだ肉付け予算を追加するため例年と同程度となる見込みです。

(一般会計) － 13 －



問合せ： 市民健康部市民課保険給付係
℡： 0164-42-1805

(前年比 △0.8億円)

１８．９億円

予算総額

 ※各項目で端数処理しているため、
　*合計と合わないことがあります。

国民健康保険事業特別会計

国民健康保険は病気やけがに備えて相互に助け合う保険制度であり、職場の健康保険や後期高齢者医療制度に加入している方、生活保護を受けている方以外は国民健康保険に加
入することとなります。国民健康保険事業特別会計は、平成27年度において平成10年度以来の黒字を達成し、また平成28年度においても市一般会計より特別支援繰出が実施されたこ
ともあり黒字決算の達成と基金への積立を行うことが出来たものの、前期高齢者交付金の過大交付に係る精算の発生や一人当たりの年間医療費が北海道平均の約1.1倍であることな
ど構造的に不安定な状況にあります。
平成30年度より国民健康保険の都道府県単位化が始まり、国民健康保険の運営は北海道が市町村とともに行うこととされ、北海道は国民健康保険の財政主体となり、事務の効率

化、標準化、広域化を推進し、市町村は従前に引き続き保険税の賦課徴収、資格管理、保険給付、保健事業など地域におけるきめ細かい事業を担っています。
疾病の重症化を予防する特定健診や特定保健指導の実施率向上、ジェネリック医薬品の利用勧奨などに取り組み、医療費適正化を進めながら、国民健康保険財政の健全化にこれ

からも努めていきます。

総

括

収 入 支 出

①道支出金・・・・・・・・保険給付費の減少に伴う普通交付金の減と保険者努力支援交付金等の増加

に伴う特別交付金の増

②繰入金・・・・・・・・・・収支不足解消による国民健康保険基金繰入金の減

①保険給付費・・・・・・被保険者の減少による減

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

支

出

収

入

①0.5億円

①

2.6億円

②

13.5億円

②

14.1億円

③

4.6億円

③

2.2億円

④⑤

0.3億円

④

0.0億円

構成比

(単位:千円、％)

予算額 A 構成比 予算額 B 構成比 (A-B)C (C/B)

① 総 務 費 50,259 2.7 48,894 2.5 1,365 2.8

② 保 険 給 付 費 1,352,209 71.6 1,422,579 72.2 △ 70,370 △ 4.9

③ 国 保 納 付 金 456,324 24.2 469,492 23.8 △ 13,168 △ 2.8

④ 保 健 事 業 費 27,305 1.4 26,832 1.4 473 1.8

⑤ そ の 他 1,106 0.1 1,106 0.1 0 0.0

1,887,203 100.0 1,968,903 100.0 △ 81,700 △ 4.1合 計

予　　算　　科　　目
令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 比 較

(単位:千円、％)

予算額 A 構成比 予算額 B 構成比 (A-B)C (C/B)

① 国 民 健 康 保 険 税 258,494 13.7 256,055 13.0 2,439 1.0

② 道 支 出 金 1,409,191 74.7 1,484,913 75.4 △ 75,722 △ 5.1

③ 繰 入 金 217,312 11.5 225,679 11.5 △ 8,367 △ 3.7

④ そ の 他 2,206 0.1 2,256 0.1 △ 50 △ 2.2

1,887,203 100.0 1,968,903 100.0 △ 81,700 △ 4.1

予　　算　　科　　目
令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 比 較

合 計

(国民健康保険事業) － 14 －



問合せ： 市民健康部市民課後期高齢者医療係
℡： 0164-42-1805

(前年比 +0.3億円)

４．１億円

予算総額

 ※各項目で端数処理しているため、
　*合計と合わないことがあります。

後期高齢者医療制度は、75歳以上の高齢者の方(65歳以上で一定の障がいのある方を含む)を対象とした医療制度です。事業の運営は、全ての市町村が加入する北海道後期高齢者

医療広域連合が行っています。

市が行う主な事業は、保険料の徴収や各種申請の受付などであり、徴収した保険料は広域連合納付金として北海道後期高齢者医療広域連合に納付しています。

後期高齢者医療制度で支払う医療費の財源は、約5割を公費（税金）で、約4割を現役世代からの支援金で、残りの1割を後期高齢者医療の保険料でまかなわれています。

後期高齢者医療の保険料については、医療費の動向などを考慮して2年ごとに見直すこととされており、令和4・5年度の保険料率は、所得割10.98％、均等割51,892円に改定され、令

和2・3年度と比較して、保険料率は所得割は増減がなく、均等割は156円減となりました。

総

括

収 入 支 出

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

支

出

収

入

①0.2億円

①

2.7億円

②

3.8億円

②

1.3億円

③④

0.1億円

③④

0.1億円

構成比

(単位:千円、％)

予算額 A 構成比 予算額 B 構成比 (A-B)C (C/B)

① 総 務 費 23,520 5.8 21,318 5.6 2,202 10.3

② 広 域 連 合 納 付 金 379,256 93.1 355,760 93.2 23,496 6.6

③ 保 健 事 業 費 4,634 1.1 4,599 1.2 35 0.8

④ 予 備 費 100 0.0 100 0.0 0 0.0

407,510 100.0 381,777 100.0 25,733 6.7合 計

予　　算　　科　　目
令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 比 較

(単位:千円、％)

予算額 A 構成比 予算額 B 構成比 (A-B)C (C/B)

① 後期高齢者医療保険料 266,377 65.4 249,194 65.3 17,183 6.9

② 繰 入 金 133,618 32.8 126,885 33.2 6,733 5.3

③ 繰 越 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

④ 諸 収 入 7,514 1.8 5,697 1.5 1,817 31.9

407,510 100.0 381,777 100.0 25,733 6.7

予　　算　　科　　目
令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 比 較

合 計

収入の約65％は、加入者が納付する①後期高齢者医療保険料であり、残りの約35％は、保険料の軽減

に伴う市・道の負担分、人件費、事務費などの一般会計からの②繰入金、③繰越金、健康診査等受託料、

保険料還付金等負担金などの④諸収入などです。

支出の約93％は、徴収した後期高齢者医療保険料を北海道後期高齢者医療広域連合へ納付する②広

域連合納付金であり、残りの約7％は人件費や保険料の徴収に係る事務費を計上している①総務費や健

康診査に係る事業費を計上している③保険事業費などです。

後期高齢者医療事業特別会計

(後期高齢者医療事業) － 15 －



問合せ： 市民健康部介護支援課介護保険係
℡： 0164-49-6070

(前年比 +0.5億円)

２２．５億円

予算総額

 ※各項目で端数処理しているため、
　*合計と合わないことがあります。

支出では、介護サービスの費用負担（保険給付費）②が約92％を占めており、残りの約8％は人

件費や事務費を計上している総務費①や、介護予防・生活支援サービス事業、一般介護予防事

業、包括的支援事業・任意事業を計上している地域支援事業費③となっています。

介護保険事業特別会計

平成12年度に介護保険制度が始まり、23年目を迎えました。この制度は、40歳以上の方々が加入者となって介護保険料を納めていただき、介護が必要と認定されたときには、費用の

1～3割を負担して介護サービスを利用する仕組みです。 要介護認定者数は当初422人でしたが、令和3年度末には1,441人に増加し、介護サービスの利用者は当初208人から令和3年
度末には1,136人に増加しています。また、平成18年度から保険給付事業のほかに新たに地域支援事業が加わり、介護予防にも大きく力を入れるとともに、地域で暮らす高齢者の皆さ

んを総合的に支える中核的機関として地域包括支援センターを開設しています。

介護保険料は、令和3年度から令和5年度までの介護給付費、介護予防給付に必要な費用を推計し、平成30年度からの制度改正による利用者負担の見直しによる影響を加味し、介

護保険料を算定しています。なお基準額については、令和3年度に基準額を年額63,600円から年額64,800円に改正しました。

総

括

収 入 支 出
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③
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④⑤

0.1億円

④

3.1億円

⑤

3.7億円
⑥

0.1億円

構成比

収入では、65歳以上の方から納めていただく介護保険料①が約19％、40歳から64歳までの第２号被

保険者介護保険料分③が約26％、国②や道④からの支出金が約38％、市の給付費や事務費にかかる

繰入金⑤などが約17％となっています。

(単位:千円、％)

予算額 A 構成比 予算額 B 構成比 (A-B)C (C/B)

① 介 護 保 険 料 418,550 18.6 416,581 19.0 1,969 0.5

② 国 庫 支 出 金 556,310 24.8 532,507 24.3 23,803 4.5

③ 支 払 基 金 交 付 金 576,986 25.8 562,046 25.6 14,940 2.7

④ 道 支 出 金 310,583 13.8 303,087 13.8 7,496 2.5

⑤ 繰 入 金 373,271 16.6 371,696 16.9 1,575 0.4

⑥ そ の 他 9,355 0.4 9,040 0.4 315 3.5

2,245,055 100.0 2,194,957 100.0 50,098 2.3

予　　算　　科　　目
令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 比 較

合 計

(単位:千円、％)

予算額 A 構成比 予算額 B 構成比 (A-B)C (C/B)

① 総 務 費 66,907 3.0 73,594 3.4 △ 6,687 △ 9.1

② 保 険 給 付 費 2,083,153 92.8 2,028,775 92.4 54,378 2.7

③ 地 域 支 援 事 業 費 88,519 3.9 92,385 4.2 △ 3,866 △ 4.2

④ 基 金 積 立 金 6,275 0.3 2 0.0 6,273 激増

⑤ そ の 他 201 0.0 201 0.0 0 0.0

2,245,055 100.0 2,194,957 100.0 50,098 2.3合 計

予　　算　　科　　目
令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 比 較

(介護保険事業) － 16 －



問合せ： 地域振興部経済港湾課港湾振興係
℡： 0164-42-1840

(前年比 △0.0億円)

１．４億円

予算総額

 ※各項目で端数処理しているため、
　*合計と合わないことがあります。

留萌港は、旭川を中心とした上川・留萌・空知地域の産業・生活を支える物流拠点として重要港湾に指定されています。

大型船舶による大量低コスト輸送に対応するために整備を進めてきた三泊ふ頭は、水深が12ｍで、3万トン級の大型船舶が入港可能となっています。平成16年4月に岸壁部分と一部

背後用地が完成、供用を開始し、平成19年3月には泊地(安全に船舶が停泊できる水面)の浚渫(しゅんせつ：海底の土を掘ること)が完了したことで、本格的な供用開始となりました。ま

た、大規模地震に備えて耐震強化岸壁として整備していることから、震災時における救援物資の受け入れが可能となり、防災拠点としても大きな役割を担うことになります。

三泊ふ頭整備は、安全な港内航路、泊地を確保するために浚渫した土で埋め立てをしています。平成10年度から開始した工事も平成20年度には－12ｍ岸壁背後地の埋め立てが完

了し、現在はふ頭用地の利活用や臨海部用地の売却等に向けた取り組みを進めています。

港湾事業特別会計
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構成比

①港湾使用料は、港湾施設(土地)使用料、船舶給水使用料、引船使用料などです。

②繰入金は、収支不足を補てんするために一般会計が負担するものです。

③市債は、資本費平準化債となっています。

①港湾施設（管理）費は、出入港する船を補助する引船の運航委託や管理などの経費です。

②公債費は、これまで実施してきた港湾整備の財源として借り入れた市債（借金）の返済で、歳出全体

の約6割を占めています。

(単位:千円、％)

予算額 A 構成比 予算額 B 構成比 (A-B)C (C/B)

① 港 湾 使 用 料 60,002 42.3 56,092 38.8 3,910 7.0

② 繰 入 金 67,563 47.6 70,433 48.7 △ 2,870 △ 4.1

③ 市 債 14,400 10.1 18,000 12.5 △ 3,600 △ 20.0

141,965 100.0 144,525 100.0 △ 2,560 △ 1.8

予　　算　　科　　目
令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 比 較

合 計

(単位:千円、％)

予算額 A 構成比 予算額 B 構成比 (A-B)C (C/B)

① 港湾施設(管理)費 59,663 42.0 55,605 38.5 4,058 7.3

② 公 債 費 79,302 55.9 86,920 60.1 △ 7,618 △ 8.8

③ 予 備 費 3,000 2.1 2,000 1.4 1,000 50.0

141,965 100.0 144,525 100.0 △ 2,560 △ 1.8合 計

予　　算　　科　　目
令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 比 較

(港湾事業) － 17 －



問合せ： 都市環境部上下水道課管理係

℡： 0164-42-2049

(前年比 △3.3億円)

１５．６億円

予算総額

 ※各項目で端数処理しているため、
　*合計と合わないことがあります。

下水道は「生活環境の改善」「公共用水域の水質保全」「浸水の防除」という３つの役割を持ち、市民一人ひとり、そして次の世代の市民が快適な生活を送り、良好

な環境をつくるための重要な都市施設（財産）です。

留萌市の下水道整備状況は令和4年3月末現在で、下水道管渠延長約115.7㎞、下水道を利用できる区域約525ha、下水道を利用できる人口17,136人で行政区域内人口に

対する割合（下水道普及率）は87.9％となっており、14,923人が下水道を利用しています。（水洗化率87.1％）

令和4年度の投資事業（下水道建設費）は、①潮静地区の汚水管整備②南部10‐1号幹線等の雨水管整備③浄化センターの改築・更新工事（電気設備・機械設備の更新）

を予定しています。

経営状況は、令和3年度決算においても収支均衡が見込まれますので、今後も経営の健全化を図り安定した下水道事業の運営に努めます。

下水道事業特別会計
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構成比

(単位:千円、％)

予算額 A 構成比 予算額 B 構成比 (A-B)C (C/B)

① 下 水 道 管 理 費 228,090 14.6 238,563 12.6 △ 10,473 △ 4.4

② 下 水 道 建 設 費 605,726 38.7 906,660 47.9 △ 300,934 △ 33.2

③ 公 債 費 728,278 46.5 744,113 39.3 △ 15,835 △ 2.1

④ 予 備 費 3,000 0.2 3,000 0.2 0 0.0

1,565,094 100.0 1,892,336 100.0 △ 327,242 △ 17.3合 計

予　　算　　科　　目
令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 比 較

(単位:千円、％)

予算額 A 構成比 予算額 B 構成比 (A-B)C (C/B)

① 受 益 者 負 担 金 23,993 1.5 11,083 0.6 12,910 116.5

② 下 水 道 使 用 料 356,704 22.8 356,588 18.8 116 0.0

③ 国 庫 支 出 金 233,000 14.9 418,900 22.2 △ 185,900 △ 44.4

④ 一 般 会 計 繰 入 金 440,196 28.2 404,904 21.4 35,292 8.7

⑤ 繰 越 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

⑥ 諸 収 入 10,000 0.6 31,060 1.6 △ 21,060 △ 67.8

⑦ 市 債 501,200 32.0 669,800 35.4 △ 168,600 △ 25.2

1,565,094 100.0 1,892,336 100.0 △ 327,242 △ 17.3

予　　算　　科　　目
令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 比 較

合 計

② 下水道使用料 使用量は減少傾向ですが、収納率向上により前年並となっております。

③ 国庫支出金 投資事業の減に伴い減少しています。

④ 一般会計繰入金 繰出基準の「分流式下水道等に要する経費」の増に伴い増加しています。

⑥ 諸収入 下水道管移設補償金の減により減少しております。

⑦ 市 債 投資事業の減に伴い減少しています。

① 下水道管理費 浄化センター費等の減により減少しています。

② 下水道建設費 雨水管、汚水管布設工事費の減少により減少しています。

③ 公債費 借金返済が進んだことにより減少しています。

(下水道事業) － 18 －


